
みなとみらい２１地区におけるスマートなまちづくり 

（エネルギー分野）の検討概要について 
 

「世界を魅了する最もスマートな環境未来都市」の実現を目指し、「横浜市みなとみらい２１地区スマートな

まちづくり審議会」を開催し、３月に答申をいただく予定です。重要テーマの一つである、エネルギーについ

ては、専門的見地からの審議が必要となることから、エネルギー部会を設置して審議をいただきましたので、

審議結果をご報告いたします。 

 

 
 

 

 

１ みなとみらい２１地区の現状   

（１）高度な都市基盤施設やマネジメント組織が充実                             

（２）浸水や液状化に対して強く、災害時に横浜の中心部を支える地区                     

（３）京浜臨海工業地区に隣接し、工場からの熱利用等が可能な地区                      

（４）暫定・未利用地が全体の約 40％を占め、新たなエネルギー対策が可能な地区                

（５）横浜スマートシティプロジェクト（以下、ＹＳＣＰ）の社会実証の実績                  

   

２ エネルギー分野の更なる向上策   

（１）低炭素化対策の推進                                         

エネルギー消費量と CO2 排出量等の環境負荷を最小限に抑制し、省エネ・創エネ・蓄エネを推進します。 

（２）エネルギーインフラの強靭化                                     

東日本大震災以降、ＢＬＣＰ（※）への対応という新たな社会ニーズに対応するため、エネルギーイン

フラの更なる強靭化を目指します。 
※BLCP（Business Living Continuity Planning）とは、災害や事故に対して、最低限の事業活動や生活の継続を図るため

の危機管理に関する行動計画。 
 

３ エネルギー分野の目標   

（１）低炭素化推進の目標                                  

エネルギー供給システムの高効率化、ＹＳＣＰ実証事業の水平展開、既存建物での省エネルギー改修、

新築建物の省エネルギー化、新たな技術の導入等によって、未利用地の開発が進み、建物床面積が増えて

も、長期的には 2010 年度のみなとみらい２１地区のエネルギー起源の CO2 排出量の総量（東日本大震災前

で、過去最大値）を超えないことを目指します。 

（２）エネルギーシステムの自立強化の目標                          

電力供給と熱供給の災害時に最低限必要なエネルギーの供給を目指します。 

 

４ 具体的な取組   

安全性・環境性・経済性の観点で、実現に向けて検討していくべき取組を短期（2020 年）・中期（2030

年）、長期（2050 年）に整理しました。以下の取組は、エネルギーの制度改革(2016 年～2018 年)を想定し、

具体化を目指すことが求められています。 

 

（１）短期・中期の取組 

ア ＩＣＴを活用したエネルギーマネジメントシステムの構築 

ＹＳＣＰ実証事業の成果をみなとみらい２１地区全体に水平展開し、将来的には、エネルギーの「需

要側」と「供給側」のエネルギーマネジメントシステムの整備を図ります。 

 

エネルギーの取組方針  「 安全性・環境性・経済性に優れたエネルギーを持つまち  

～ 選ばれる都市が備えるべきトップランナー性能のエネルギー対策 ～ 」 

 

 

イ 既存の都市基盤施設を活用した自立分散型エネルギーインフラ形成 

新規の開発計画や、既存街区の規模や集積の度合い等の 

   条件に応じた自立分散型エネルギーシステム（コージェネ 

レーションシステム：ＣＧＳ）の導入を図ります。 

発電設備により、平常時は、系統電力と系統連携して 

発電電力を有効利用し、発電時の排熱により、生産した熱 

媒（蒸気、冷水）を既存の地域冷暖房施設に供給します。 

非常時は、帰宅困難者対応やオフィス・ホテル等の事業継 

続対応、地域冷暖房施設の熱供給継続対応等に必要な電力 

供給を行います。 

ウ 太陽光発電等、再生可能エネルギーや未利用エネルギーの活用                   

みなとみらい２１地区内の建物の屋根等を利用して太陽光発電パネルを設置するなど、大規模な再生

可能エネルギーの活用を図ります。また、太陽光発電と蓄電システムを組み合わせることにより、非常

時のＢＬＣＰへの対応を強化していきます。また、CO2 削減の近未来技術として「水素利用」システム

への期待も高まっており、導入可能性を検討します。 
 
（２）長期の取組 

ア 火力発電所等エネルギー有効利用システム                   

近傍の火力発電所から、発電時に発生した蒸気を地域熱供給で利用することを目指します。地域冷暖

房の蒸気供給源の二重化により、ＢＬＣＰへの対応強化に繋がります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

５ 今後の予定 

  市民、民間企業等への意見募集後、３月 14 日に第４回審議会を開催し、答申を取りまとめていただく予定

です。 

平 成 2 6 年 2 月 1 8 日 

温暖化対策・環境創造・資源循環委員会 

温 暖 化 対 策 統 括 本 部 

ガスコージェネレーションの概念図 

【短中期】ICTを活用したエネルギー

マネジメントシステムの構築

【短中期】太陽光発電等、再生可

能エネルギーや未利用エネルギー

の活用

【短中期】既存の都市基盤施設を

活用した自立分散型エネルギーイ

ンフラ形成

【長 期】火力発電所等エネル

ギー有効利用システム地域熱供給エリア

＊
＊

＊

＊

BEMS

CEMS

BEMSHEMS

BEMS

ＡEMS

※イメージ図（場所等を特定するものではありません。） エネルギーの取組イメージ  

凡例 

HEMS

CEMS

BEMS

ＡEMS

(Home Energy Management System)
家庭内のエネルギー管理システム

(Building Energy Management System)
業務ビルのエネルギー管理システム

(Community Energy Management System)
BEMS等を含めた地域内全体のエネルギー

管理システム

(Area Energy Management System)
エネルギー供給側と消費側全体を含めて地域

全体のエネルギー管理システム

熱交換器

吸収式

冷凍機

受変電設備

ガスタービン

ガスエンジン

燃料電池
冷水

（冷房用）

蒸気

（暖房用）

温水

（給湯用）

電気

（照明・

動力等）

都市ガス

外部から
購入する電気

電力

排熱

 



 
 

1 
 

 

（１）みなとみらい２１地区スマートなまちづくり＊審議会の目的 

・みなとみらい２１地区は事業開始から約 30 年が 

経過し、この間の社会情勢の変化を踏まえ、地球 

温暖化対策や BLCP＊への対応など、新しい時代の 

要請を取り入れたまちづくりを進めていく転機に 

あります。 
 

・本審議会は、「世界を魅了する最もスマートな環 

境未来都市」の実現に向け、みなとみらい２１地 

区の現状分析と課題抽出、新たな都市像の構築に 

向けた検討を行い、今後のまちづくりの方向性を 

定めることを目的とします。 

 
 
 

（２）みなとみらい２１地区の取り組むべき対策 

・みなとみらい２１地区の課題を抽出し、今後重点的に取り組むべき対策について検討しました。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）スマートなまちづくりに向けた都市の将来像 

・みなとみらい２１地区の取り組むべき対策を踏まえ、スマートなまちづくりに向けた都市の将来像を

検討しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
＊ スマートなまちづくりとは、情報通信技術の活用等を図ることにより、市民生活の質を高めながら、環境への負荷が

少なく、持続的に発展することができるまちづくりをいう。 

＊ BLCP（Business Living Continuity Planning）とは、災害や事故に対して、最低限の事業活動や生活の継続を図るた

めの危機管理に関する行動計画。自然災害リスクの高い日本で対策を強化することは、国際競争力を高め海外の投資

を呼び込む基本的な条件となる。 

＊ 冗長性（リダンダンシー）とは、必要最低限のものに加えて余分や重複がある状態をいう。障害発生時の機能維持に

必要な安全対策。 

＊ MICE（Meeting Incentive tour Convention Exhibition）会議・報奨旅行・大会・展示会等、ビジネス、イベント等

の総称。 

横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくり審議会 検討概要 

 
地球温暖化対策 
 

・持続可能な低炭素なまちづくりが
求められている 

・海を活かした環境学習や海洋都市
としての展開が必要である 

 
⾃然災害リスク対策 
 

・更なる安全性強化のため、災害時
のエネルギーの自立性、冗長性＊、
多様性の確保が必要である 

 
都市の賑わい 
 

・水際に大規模な緑地があるが、街中の人通りの多い空間
に市民が実感できる緑を充実させる要望が多い 

・散歩したくなるまちになるように、ベンチ等の休憩スペ
ースを増やす必要がある 

 
グローバルな都市間競争 
 

・スマートなまちづくりに資する多様な取組を行っている
ことを、海外にアピールする情報発信力の強化が必要で
ある 

・グローバルな規模で有能な人材に選ばれる競争力のある
都市を目指す必要がある 

災害に対して強靭な安全安⼼都市 
 
・エネルギー供給の多重化対策の推進 
・自立分散型エネルギー対策の推進 
・安全性・環境性・経済性に優れたエネル
ギーの選択 

・災害時に機能する情報通信手段の多様性
確保 

先進性・独創性のある⽂化創造都市 
 
・MICE＊の拠点都市・観光創造都市による地

域経済の活性化 
・羽田空港機能拡張に合わせた国際化進展 
・グローバル規模で有能な人材に選ばれる
ビジネス都市 

・新技術をスタートさせる特別な場所とし
て、ブランド力の強化等により世界中か
ら多くの投資を呼び込む場の創出 

・多様なデータを重層的に組み合わせて活
用する産学官の連携基盤の形成 

⽔と緑と歴史に囲まれた⼈間環境都市 
 
・水と緑の環境重視（ｳｫｰﾀｰﾌﾛﾝﾄの魅力強化） 
・国際海洋都市としての位置づけの強化 
・高齢者に優しく住民や就業者が帰属感を
もてるｺﾐｭﾆﾃｨの形成 

・低炭素社会と環境に配慮した都市構造の
実現 

現在のみなとみらい２１地区 

みなとみらい２１地区の現状風景 

オープンカフェ 

観光都市の核施設となる文化施設 

公開空地の緑陰とベンチ 

エネルギー対策に配慮した公園の事例 

グランモール公園 けやき通り 打ち水 

参考資料 
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（５）スマートなまちづくりの実現に向けて 

① 担い手となる組織とその代表的な役割 

・横浜市は、官民連携に積極的に取組、横浜都心臨海部

の広域連携を図る主体としての総合調整を図る。 
・市民・住民は、スマートなまちづくりに関する関心を

高め、この恩恵を享受する主体として参画する。 
・企業・立地企業は、地域への社会的な責任の一環とし

て、スマートなまちづくりの推進に向け貢献する。 
・大学・研究機関は、スマートなまちづくりの効果を科

学的に検証し、その取組に助言を与えることによって、

より効果的な成果が上がるように努める。 
・エネルギー会社（電気・ガス・熱供給）は、安全性・

環境性・経済性に優れたエネルギー供給に向けた取組

に積極的に協力する。 
・エリアマネジメント組織は、横浜市と連携しながら、

スマートなまちづくりを推進する。 
 

② 事業化へのステップ 

・YSCP 実証事業の実績を基に、企業共同体の協力体制を実施に移す取組を重視する。 

・地球温暖化問題や災害時の対応に関する危機感を改めて共有し、みなとみらい２１地区の共通の利益

増進のために事業実施に向けた次のステップに移行する。 

・間接的な便益の把握を重視し、受益者の範囲を明確にすると共に、事業実施に向けた課題は、官民連

携等によって解決を図ることを基本とする。 

 

③ 国内外への情報発信方策 

・みなとみらい２１地区に留まらず、歴史地区や臨海部等を含めた地域間連携で横浜の魅力をアピール

することによって、世界のスマートシティに対抗する情報発信を基本とする。 

・スマートなまちづくりの取組情報をパッケージ化して発信する拠点を形成する。 

・楽しさや新たな発見を伝え、環境行動を引き起こす説得力のあるコンテンツを創造する。 

 

④ 中長期的展望 

・課題点の多い取組についても、その必要性を認識し、2050 年までの中長期的取組として目標を持っ

て事業を推進していくものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市みなとみらい２１地区スマートなまちづくり審議会 委員名簿 

（五十音順敬称略）  ◎は審議会会長 

氏 名 現 職 等 

柏木 孝夫  東京工業大学特命教授 

河口 真理子  株式会社大和総研調査本部主席研究員 

岸 惠子  俳優、作家 

小林 重敬  東京都市大学教授 

佐土原 聡  横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院教授 

末吉 竹二郎  国連環境計画・金融イニシアティブ特別顧問 

善養寺 幸子  株式会社エコエナジーラボ代表取締役 

千葉 太  一般社団法人横浜みなとみらい２１ 環境対策委員会委員長 

中尾 明  株式会社都市設計研究所代表取締役 

仲條 亮子  早稲田大学大学院ファイナンス研究科非常勤講師 

◎  村上 周三  一般社団法人建築環境・省エネルギー機構理事長 

望月 淳  横浜商工会議所副会頭 

望月 洋介  日経ＢＰクリーンテック研究所長 

山崎 洋子  作家 

渡辺 真理  アナウンサー 

 

エネルギー部会 委員名簿（五十音順 敬称略）        ◎は部会長 

氏 名 現 職 等 

柏木 孝夫  東京工業大学特命教授 

小林 重敬  東京都市大学教授 

佐土原 聡  横浜国立大学大学院都市イノベーション研究院教授 

千葉 太  一般社団法人横浜みなとみらい２１ 環境対策委員会委員長 

◎  村上 周三  一般社団法人建築環境・省エネルギー機構理事長 

 

大学・研究機関 

企業・立地企業 
市民・住民 

横浜市 

エリア 

マネジメント組織 

エネルギー会社 

（電気・ガス・熱

供給会社） 

 
※これまで 3 回の審議会が開催されました。今回の意見募集後、2014 年 3 月 14 日に第４回審議会を開催
し、意見募集を踏まえた最終まとめを行います。 

 
※第１～３回までの審議会の資料、議事録等は、以下のホームページに掲載されております。 
 

http://www.city.yokohama.lg.jp/ondan/futurecity/h25shingikai/ 


